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安全・安心な社会の実現                        ●研究動向・成果
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既設ダム再編・再開発における 

施設および運用計画の検討手法 
 

河川研究部 水資源研究室 研究官 尾関 敏久 

（キーワード） 　 ダム再編・再開発 施設計画 運用計画  

 

１．はじめに 

近年、公共投資の急速な縮減、社会経済情勢の

変化や自然災害発生状況の変化によりダムをとり

まく諸条件が当初計画時点から大きく変化し、嵩

上げなどの再開発、治水・利水容量の再編、ダム

運用変更などによる機能の回復・向上が求められ

ている。本研究は、今後のダム再編・再開発事業

において、機能を最大限発揮させるための施設計

画や操作・運用計画を検討する上での参考資料を

とりまとめることを目的として実施した。 

 

２．調査・分析の概要 

ダム再編・再開発事業の先行事例に関するアン

ケート調査やヒアリングから、集約結果を基に再

編・再開発の事業形態・目的の類型の整理を行っ

た。分類結果は、事業形態・手法別とし、実際の

計画検討における実用性に配慮した。これらのパ

ターン毎に事業特徴を整理し、ダムの再編・再開

発を行う際に共通して直面する課題と解決策につ

いて事例を抽出、体系的に整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 降雨特性による最適化 

 

３．成果概要 

本調査により、複数ダムによる連携の手法には、

情報交換型、プール運用型、役割分担型、水路連

結型といった手法があることや、建設年代が古く、

通常取水出来ない容量（死水容量）を持っている

ダムの場合にこの容量を活用する手法、また、ダ

ム群による容量再配分の考え方など様々な事が明

らかになった。特に容量振替については、図－１

に示すように、流域・ダムの特性などを考慮し、

既存ダム容量を適正に配分できるよう検討するが

必要であることが確認できた。  

本成果は、関係法令、解説、事例を多数用いた

「ダム再編・再開発検討の手引き（案）」として

とりまとめた。特に、第３章では事業計画時点に

て、ダムの管理者が、課題を整理・把握した上で

最適なダム再編・再開発手法を選定できるよう図

―２に示すような判断フローとそれにかかるチェ

ックシートを作成し配慮しているため、今後の実

務の参考にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ ダム再編・再開発の分類判断フロー 

 

http://www.nilim.go.jp/lab/fdg/top.htm（水資源研究室） 

すでに現状の問題点を把握し、目的が明確になっている場合は、 ②【目的別
課題と手法の把握】からの検討とする。

①【現状認識】：「ダム・流域の現状把握のためのチェックリスト」
対象となるダム及びダム流域の現状の把握・認識の再確認を行う。

②【目手別課題と手法の把握】：「課題抽出・手法把握のための目的別チェックリスト」
治水、利水、環境、堆砂、維持管理毎に課題を整理し、その課題に対する対応手法につい

て把握する。

③【カルテ】：「検討結果の整理」
②で選定された課題や手法、目的について整理し、実行可能性の高そうなものを抽出する。

④【選定手法の再確認】：「総合評価と方針」
選定された手法に対して、緊急性（災害の有無、社会適要請、住民要請等）、実行可能性

（技術的、経済的）などについて、手法毎の留意事項表を参照し再考する。
また、今後、手法を実施に移す際の配慮事項や指針についてまとめる。

「ダム再編・再開発検討の手引き（案）」構成 

第１章 ダム再編・再開発の目的・分類 

第２章 ダムの法体系とダム行政の現状の課題 

第３章 ダム再編・再開発の分類判断フロー 

第４章 調査・計画に関する課題 

第５章 設計・施工に関する課題 

第６章 行政手続きと関係者合意に関する留意点 
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水・物質循環解析ソフトウェア共通 

プラットフォーム（CommonMP）の開発 
（CommonMP：Common Modeling Platform for water-related software） 
 

河川研究部 河川研究室 主任研究官 菊森 佳幹 

（キーワード） 　 水理水文ソフト、流域、水・物質循環、シミュレーション、共通基盤 

１．はじめに 

 河川流域の中の水はさまざま形態をとりながら

流域内を移動している。流域内の水の動きを再現

するモデル（水理・水文モデル）は水の移動形態

に応じて個別に開発されることが多く、広域にわ

たる水の動きをシミュレーションするためには、

複数の水理・水文モデルを組み合わせる必要があ

る。しかしながら、個々の水理・水文モデルのデ

ータ形式はその開発者ごとに独自に決められてお

り、通常は互いに連携してシミュレーションを実

施することはできない。そこで、河川研究部では、

さまざまな水理・水文モデルを連結させて、河川・

流域モデルを構築することにより河川・流域の

水・物質循環のシミュレーションを行うことがで

きるソフトウェアの共通プラットフォーム

（ CommonMP: Common Modeling Platform for 

water-related software）を開発している。 

 
図-１ 河川流域の水・物質循環 

 

２．CommonMPの目的 

CommonMPは、複数の水理・水文現象が関連する

複雑な河川流域の中の水の動きを再現することを 

可能にする。この機能により、広域的な洪水・氾 

濫等の水害リスクや渇水リスクが評価できるよう

になり、流域の統合的な治水や水資源管理の方針 

立案を支援する。また、CommonMP上で稼動する要

素モデルの開発環境の整備や流域データベースと

接続し流域データの取得を容易にすること等によ

り、水理・水文モデル開発者の利便を図り、水理・

水文モデルの研究開発の発展に寄与するものであ

る。 

 

図-２ CommonMPの完成イメージ 

 

３．開発状況及び今後の展開 

2007年度からスタートしたCommonMP開発プロジ

ェクトは、おおむね３年間で初版の共通プラット

フォーム及び主要な要素モデルをリリースする予

定で実施されている。2007年度は、共通プラット

フォーム及び要素モデルに必要な機能要件をまと

めた機能要求仕様書をまとめた。2008年度には、

基本設計を行いプロトタイプの開発を行った。

2009年度は初版の共通プラットフォームをリリー

スするとともに、地方整備局に設置される水災害

予測センターの洪水予測システムとしてCommonMP

が導入される予定である。 

CommonMP開発プロジェクトは、ウェブサイト    

(http://framework.nilim.go.jp/）やシンポジウ

ム、講習会等を通じて、その開発状況等の情報発

信等を行っていく予定である。 
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